令和４年度那須町介護予防・日常生活支援総合事業
通所型短期集中サービス実施要項
１　目的
　　運動、認知、口腔、栄養、うつ等に関するリスクを抱える高齢者に対して、リハビリテーション専門職が短期に集中的に介入し、支援することで、生活行為（IADL）の改善、地域への社会参加を目指す。また、セルフケア能力（自分で自己の健康管理を行うこと）の向上に向けた動機づけ、体やこころの機能を維持・向上するための方法をトレーニングすることによって、サービス終了後も継続して介護予防に取り組み、自立した生活を継続できるよう支援する。
２　サービス名
　　短期集中ステップアップ倶楽部（通所型サービスC）
３　対象者
　（１）事業対象者に該当する者のうち、以下の条件を満たし、通所型サービスCの利用が必要と認められた者。
　　　ア　基本チェックリストの結果により、介護予防ケアマネジメントにおいて生活機能低下が認められた者。
　　　イ　リハビリテーション専門職や看護職による指導や助言を必要としており、これ
を行うことで生活機能の向上が見込まれる者。
　　　ウ　生活機能向上の明確な意思があり、サービス終了後は自立した生活を送ること
が見込まれる者。
（２）要支援１、２に該当する者のうち、以下の条件を満たし、通所型サービスCの利用が必要と認められた者。
　　　ア　リハビリテーション専門職等による指導や助言を必要としており、これを行うことで生活機能の向上が見込まれる者。
　　　イ　生活機能向上の明確な意思があり、サービス終了後は自立した生活を送ることが見込まれる者。
ウ　他の通所型サービスを利用していない者。

４　実施方法
　　事業者に委託して実施する。
５　従事者　
　　理学療法士、介護福祉士、その他補助スタッフ。作業療法士、言語聴覚士、管理栄養士はプログラムに応じて配置する。
６　内容
　　サービスの内容は次の各号に掲げるものとし、介護予防ケアマネジメントに沿った内容を実施する。
（１）主な内容等
ア　プログラム

（ア）開始時と終了時に体力測定、運動・認知機能・口腔・栄養・うつ等の心身面でのチェックを行うことで生活を振り返り、自ら生活目標を立て、実行度や満足度の自己評価を行い、定着を図る。
（イ）対象者に応じ、ストレッチ、体操、ゴムチューブやマシンを使っての筋力トレーニング、脳トレーニング、生活面での助言等を行う。また、個別の課題に応じ、認知機能向上プログラム、口腔機能向上プログラム、栄養改善プログラムの集中的なプログラムを実施する。
	プログラム
	1人1回当たりの単価

	運動機能向上プログラム
	　　　５，５００　円

	各種加算プログラム
	認知機能向上プログラム
	　　　　７５０　円

	
	口腔機能向上プログラム
	７５０　円

	
	栄養改善プログラム
	７５０　円


イ　アセスメント
アセスメントを行うことにより、高齢者の日常の課題を明らかにする。
ウ　個別計画
アセスメントに基づき、高齢者自らが目標の達成に取り組めるよう個別サービス計画を作成する。
エ　事前事後評価
　　個別計画の達成度やプログラムの効果をはかるため、1回目と12回目には、事前事後評価（個別評価）を行う。
オ　送迎について
　受託事業者は送迎を行う。
　（２）実施時間及び回数

　　実施時間：週１回（月曜日～土曜日を選択）
　　　　　午前１０時００分～午後１時３０分（送迎時間を含まない）
　　　実施回数：１名につき１クール３か月（全１２回）
　　　　＜注意事項＞

　　　　　〇ただし、1クール終了後、理学療法士等の評価及びケアマネジャーによるケアマ
ネジメントにおいて、必要と認められた場合は連続最大２４回（開始から６か
月）まで延長することができる。
〇一度終了した方が再度利用する場合は、終了時から３か月（１２回）以上経た
なければ、利用することはできないものとする。（※特別な事情がある場合を
除く）
　　　　　　〇事業の性質から、再度利用する場合には原則1人につき年間1回までとする。
　　　　　　　※特別な事情が発生する場合は、事前に町へ相談してください。
　　　　　　　　
　（３）実施場所
　　　　菅間記念病院　
７　定員
　　１回９名まで
８　サービスの流れ
　相談等により対象者を把握　
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　　事業対象者、要支援１，２の該当者のアセスメントを行い、教室利用については包括支援センターに相談



包括支援センターは保健福祉課に対象者の報告をする　

対象者の自宅にケアマネジャー、包括支援センターで訪問　
　本人の状態を確認。
＜包括支援センター＞
・包括支援センター担当者が契約を行う
（必要書類）　　

・短期集中ステップアップ倶楽部申込み書

・包括支援センターとの契約書（介護予防ケアマネジメント利用契約書）、重要事項説明書

・総合事業についての意見書を本人に渡す。
＜ケアマネジャー＞

　・基本チェックリストを実施。（事前に行っている場合は省略。前回実施日から期間が空いている場合は再度チェックリストを行う。）


　「総合事業についての意見書」が町に届き、教室参加の可否を包括支援センターへ連絡
町は意見書のコピーを包括支援センターに渡す。

包括支援センターはケアマネジャーに参加の可否を連絡し、意見書のコピーを渡す
＜ケアマネジャー＞
　・参加が決定したら対象者の概況をリハビリテーション専門職（菅間記念病院）へ送
る。
　・対象者、リハビリテーション専門職、ケアマネジャーで担当者会議を行うため日程調整を行う。


　　利用が決定したら、リハビリテーション専門職、ケアマネジャーが本人宅を訪問し担
当者会議を行う
＜ケアマネジャー＞
　・本人の意向を踏まえたケアプラン（介護予防ケアマネジメントB）を、対象者の同意を得て交付。本人に対して本サービスは、有期限であることも申し添え、納得した参加に結びつける。
＜リハビリテーション専門職＞
　・生活状況のアセスメント、本人の意向確認、生活目標と課題の確認を行う。
　・サービスの開始日程、内容、期間について確認。
　・契約を行う。サービスの内容、注意事項、持ち物の説明等もあわせて行う。

ケアマネジャーは、ケアプランのコピーを保健福祉課に提出する
※プランが延長になる場合にも、提出をお願いします。
（サービス開始）

　　　リハビリテーション専門職が対象者の心身の状況をアセスメントし、個別サービス計画を作成。ケアマネジャーに個別サービス計画書を提出する。
　　従事者が、個別サービス計画に基づくサービスを実施する

　　実績報告および請求事務　
　　・菅間記念病院：利用者から食事代と負担割合に応じた費用を徴収し、領収書を発行。
翌月４日までに所定の様式により、包括支援センター及びケアマネジャーに実績
報告書を提出する。また、保健福祉課に実績報告書、請求書を提出。
　　・包括支援センター：実績に応じたケアマネジメント費請求を行う。
　　

　　 

　　委託料支払い事務　
　　・保健福祉課：実績報告書および請求に応じた支払い事務を行う。

（サービス終了時）

　　リハビリテーション専門職は事後アセスメント、評価を行う
・リハビリテーション専門職：個別サービス計画に基づく評価を行いケアマネジャ
ーに提出する。
・ケアマネジャー：終了1か月前にサービス終了後についての担当者会議を行い、
参加者の意向を確認し、介護予防の取り組みの継続や地域での活動につなげる。

　
　　
理学療法士等は町にサービスの評価を1年度分まとめて報告
　　　実績や参加者の変化、サービス全体の評価等について報告する。
９　事故発生時の対応
（１）事業者は、利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、町、当
該利用者の家族、当該利用者に係る介護予防ケアマネジメントを行うケアマネジャー等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じる。
（２）事業者は、事故の状況及び事故に際してとった処置について記録する。
（３）事業者は、利用者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行う。
１０　従事者又は従事者であった者の秘密保持
（１）従事者は、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）及び厚生労働
省が策定した医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガ　　
イドライン（平成16年12月24日通知）を遵守し、利用者の個人情報を適切に
取り扱う。
（２）従事者が得た利用者の個人情報については、サービス提供以外の目的では原則と
して利用しないものとし、外部への情報提供については、必要に応じて、利用者　
又はその代理人の了解を得るものとする。
（３）従事者は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する。
１１　従事者の清潔保持と健康状態の管理
（１）従事者は、清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行う。
（２）従事者は、利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水につい
て、衛生的な管理に努めるとともに、衛生上必要な措置を講じる。
（３）従事者は感染症が発生又は蔓延しないように必要な措置を講じるとともに、必要
に応じ保健所の助言又は指導を求めるものとする。
１２　サービスの廃止又は休止の届出及び便宜の供与
（１）事業者は、当該サービスを廃止し、又は休止しようとするときは、その廃止又は休止の日の1か月前までに、次に掲げる事項を町長へ届け出なければならない。
ア　廃止し、又は休止しようとする年月日
イ　廃止し、又は休止しようとする理由
ウ　現にサービスを受けている者に対する措置
エ　休止しようとする場合にあっては、休止の予定期間
（２）事業者は、前項の規定によるサービスの廃止又は休止の届出をしたときは、当該
届出日の日の前１か月以内に当該サービスを受けていた者であって、当該サービスの廃止又は休止の日以後においても引き続き当該サービスの提供を希望する者に対し、必要なサービスが継続的に提供されるよう、ケアマネジャー等との連絡調整その他の便宜の提供を行わなければならない。

１３　委託料
　　　委託契約書による。委託料には交通費、印刷費等に係る費用を含む。
１４　利用者負担金の徴収
　　　利用者負担金として、利用１回あたり、負担割合に応じた費用を徴収する。ただし、生活保護法に基づく保護を受けている者を除く。食事代は実費を徴収する。
１５　その他
　　　理学療法士等は、利用者の状態変化等により、ケアプランの変更が必要となった
　　　場合は、該当利用者に係るケアマネジャーに報告する。　
＜新規の事業対象者の場合＞


基本チェックリストの原本を保健福祉課へ、複写を包括支援センターへ


提出する


・ケアマネジャー：ケアマネジメント届出書を町に提出。


・保健福祉課：被保険者証・負担割合証発行。本人宅へ郵送する。











